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HPV 勧奨中止がワクチンの接種 「副反応疑い報告」数に与えた影響

一厚生労働省公表の「副反応疑い報告」の症例データからの考察
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抄録

我が国においては、HPVヮ クチンを2013年 4月 に定期接種の中に組み入れて「接種の積極的な勧奨」(以下「勧奨」)
をしたが、接種者の中に副反応様症状が多発したので、2013年 6月 14日 、厚生労働省はHPVワ クチンの定期接種
を「積極的には推奨しない」 (以下「勧奨中止」)と する通知を全国に出した。これにより、日本ではこの時期以降、
同ワクチンの定期接種は国 (厚生労働省)の勧奨が中止され、希望者のみが接種を受けることとなった。
ワクチンの副反応による健康被害症例が発生した場合、その疑い例も含めて医療機関ないし製薬会社は厚生労働

省へ報告することが法律 (「予防接種法」及び「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保に関する法律」)

で義務付けられている。我々は、厚生労働省がHPで公表した症例の数とその症状等について、1)「勧奨中止」前後2カ
月半に接種を受けた人の比較を行なうとともに、 2)「勧奨中止」以後 4年 8ヶ 月余 (2018年 4月 末まで)の間に
ワクチン接種を受け副反応が報告されている人数と、そうした症例における接種とその後の症状との因果関係につ

いて報告医がどのように報告しているかを厚生労働省の HPで調べた。その結果、以下のことが半J明 した ;「副反応
疑い症例」報告数は 1)「勧奨中止」前後で、約 3分の 1に減少していた。 2)「勧奨中止」以後の 4年 8ヶ 月余の

期間では合計89例報告されていた。そのうち接種とその後の症状との因果関係を医師が半J断 した73例では、42例 (約

57.5%)が「ワクチン接種との間に因果関係あり」と判定されていた。これらの中には、最多で33の症状名が記載
されている「重篤症例」も存在した。また、89例中46例 (51.7%)の症状は「重篤」と報告されていた。

Abstract

h Apri1 2013,HPV vaccine was added to the list of periodic vaccinations actively promoted in Jttpano However,

amongst those who were vaccinated,there were many cЖ es of symptoms that seemed to be adverse reactions,

so on 14 June 2013 the Ministry of Health,Labour and Welfare issued a nOtice nationally that it would no longer

actively promote periodic HPV vaccination.As a result,since that time,periodic vaccination for HPV has ceЖ ed

and only those who expressly desire to be so are vaccinated(volmtary vaccinadon).

Where adverse reactions to the vaccine are Observed,includhg suspected adverse reactions,medical institutions

and pharmaceutical companies are required by law to report this to the lレ Iinistry of Health,Labour and Welfare.

With regard to the number of cases and the symptoms published on the Ministry's web site,we l)compared

people vaccinated during the two and a half months before with those vaccinated during the two and a half

months after stopping active promotion of periodic vaccinations.And we 2)investigated the nmber of reports of

adverse reactions and the way in which the reporting doctor reported the relationship between the vaccinatiOn

and the subsequent symptoms for people vaccinated in the over four years and 8 months since vaccinatiOn

promouon wぉ stopped(lmdl Apri1 2018)。

Our investigations revealed the folowing:
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1) The number of reports of suspected adverse reactions after fell to one third of the number before the
stopping active promotion.

2) In the over four years and 8 months since vaccination promotion was stopped, there were a total of 89

reported cases of suspected adverse reactions. Among those 89 cases, 73 cases of which causal relationship
were assessed by the administering doctors, 42 cases $7.5%) were assessed as having a causal relationship

to the vaccination. In one of these 42 cases, as many as 33 symptoms were listed. Of the 89 reported cases, in
46 cases $I.7W the symptoms were reported as 'serious'

キーワー ド

Key words:

はじめに

2013年 6月 14日 、厚生労働省は健康局長名で「ヒ

トパピローマウイルス感染症の定期接種の対応につい

て」という「勧告」を各都道府県知事に出し、それま

で行なっていた HPvヮ クチン (商品名 :サーバリッ

クス=GSK社 、ガーダシル=MSD社 )接種の積極
的な勧奨 (以下「勧奨」)を 中止した

D。 この「勧奨中止」

により、同ワクチンの接種を受ける人は激減したとさ

れている°。

この「勧奨中止」前後のHPVワ クチン「副反応の
疑い症例」は厚生労働省のHPで公表されているのが、
症例が列挙されているだけで、「勧奨中止」前後の副

反応の疑い症例数の比較が可能な形では集計・検討が

されていない。

定期接種などの公衆衛生の課題は専門家だけでなく、

多 くの保健医療福祉関係者によって熟議の上決定され

るべき事柄であり、そのための判断材料を提供するこ

とは意義があることであると考える。

そこで本稿ではこれら「副反応の疑い症例」の報告数

を集計し、国民と医療人が関心を寄せている「HPVワ
クチンの安全性の確保」という観点から、HPVワ クチ
ンの「勧奨中止」がその後の「副反応疑い報告」数に与

えた影響を解明するため、「勧奨中止」以後に報告され

た副反応疑い症例数とその事例等により検討した。

方法

1.副反応疑い報告の症例は医療機関と販売業者か

ら厚生労働省に報告されている。今回の検討に用いた

症例は厚生労働省の HP「厚生科学審議会 (予防接種・

ワクチン分科会副反応検討部会 )」 に掲載されている

資料 (開催 日 :第 1回 =2013年 5月 16日 ～第 36回

=2018年 7月 23日 )の に「副反応疑い報告状況」と

して報告されている症例とした。

予防接種後に起きた副反応の「疑い症例」について

は、医師から医薬品医療機器総合機構 (PMDA)に
対 し、「予防接種後副反応疑い報告書」の提出が予防

接種法第 12条及び「医薬品、医療機器等の品質、有

:HPVワ クチン、副反応疑い症例、定期接種、接種の積極的勧奨
HPV vaccine,suspected adverse reaction case,periodic vaccination,active promotion of vaccination

効性及び安全性の確保に関する法律」 (いわゆる「薬

機法」)第 68条により義務付けられているが、その報

告書では、接種されたワクチンと接種後に生じた症状

との因果関係 (以下「因果関係」)については、「本剤

との因果関係」の欄に「1.関連あり 2.関連なし 3.評

価不能」の 3選択肢が用意されている。この欄の記入

状況も集計した。なお、この「因果関係の判断」につ

いての記載は、企業報告の場合は無記載で、医療機関

からの報告のみ、その結果が記載されている。

2.これらの「副反応疑い」の症例数は、「勧奨中止」
の日である2013年 6月 14日 を基準に、前後2ヶ 月半

をそれぞれ、「勧奨中止前期(2013年 4月 ～ 6月 14日 )」

(以下「前期」)、「勧奨中止後期 (2013年 6月 15日 ～

8月末)」 (以下「後期」)と して接種日で区分・集計し

比較するとともに、「勧奨中止」以後、発症症例の接

種日が最も遅かった2018年 2月 24日 までの期間を「勧

奨中止以後 4年 8ヶ 月余」とし、この期間において報

告された「重篤症例」の症状等を検討した。なお、「重

篤」の定義は、上記の厚生労働省 HP「厚生科学審議

会 (予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会)」 に

掲載されている資料では、「副反応報告数」の「 (注意

点)」 において、「死亡、障害、それらに繋がるおそれ

のあるもの、入院相当以上のもの」と記載されている。

「勧奨中止前の 2.5ヶ 月Jと「勧奨中止以後 4年 8ヶ

月余」におけるワクチン接種とその後の症状との因果

関係に関する報告医の判断 (その結果の記載は、上記

のように医療機関からの報告のみ記載されている)の

差については、 2標本比率の差の検定を行なった。

結果

1。 「勧奨中止」前後 2ケ 月半の「副作用疑い症例」

総数の比較 (表 1)

HPVワ クチンの「副作用疑い」の報告症例数は、
前期は合計 137人 (内サーバリックス 56人、ガーダ

シル 81人 )、 後期は合計 43人 (内サーバリックス 14

人、ガーダシル 29人 )であつた。総数を前期と後期
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で比較 した場合、「副作用疑い症例」数は約 3分の 1   分母となる推定接種者数の毎月の数値を厚生労働省に

に減少していた。「接種率」の比較は、前期・後期とも、  問い合わせたが、回答が得られなかったので、断念した。

表 1.HPVワ クチンの副反応疑い報告数

(1)接種勧奨の中止前後 2.5か月の場合

接種時期
勧奨中止前の 2.5か月

2013年 4月～6月 14日

勧奨中止以後の 2.5か月

2013年 6月 15日～8月 31日

▲日
　
孤団

サーバリックス・重篤 36 10 46

サーバリックス'非重篤 20 4 24

サーバリックス・合計 56 14 70.

ガーダシル囀重篤 34 14 48

ガーダシル・非重篤 47 62

ガーダシル・合計 81 29, 110

2割合計・重篤 70 24 94

2剤合計 '非重篤 67 86

副反応疑い報告総数 137 43 180

注:複数回接種を受けた同一人物の場合、発生日前の一番近い接種日をとつた。

また、複数回接種を受けた人で、発生日の一番近い日を特定できない人(発生日が不明の場合、

発生日の日が書いていない場合、発生日が複数回ある場合)は除外した。

資料 :厚生労働省厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会配布資料

第 1回 (2013年 5月 16日 )～第 36回 (2018年 7月 23日 )

2.「勧奨中止以後4年 8ケ 月余」の間に接種を受け   は合計認例 (重篤
"例
、非重篤 12例 )、 ガーダシルは

てその後諸症状を発症した「副作用疑い症例」報告数と、   合計57例 (重篤%例、非重篤31例)であった。この表
その内「重篤例」として報告された症例の症状 (表 2)    では、複数回接種を受けた人の場合、発症日に一番近い

「勧奨中止以後4年 8ヶ月余」に報告された「副作用疑   接種日をとり、発症日が無記載または一番近い日を特定
い症例」の合計は89人で、薬剤別には、サーバリックス   できない (例 :年しか記載がない)人は集計から除外した。

表 2.HPVワ クチンの副反応疑い報告数

(2)接種勧奨中止以後、2018年 2月 24日まで

接種時期
勧奨中止以後

2013年 6月 15日 ～2018年 2月 24日

サーバリックス・重篤゛ 20

サーバリックス・非重篤 12

サーバリックス・合計 32

ガーダシル・重篤 26

ガ…ダシル・非重篤 31

ガーダシル・合計 57

2剤合計・重篤 46

2割合計・J聾重篤 43

副反応疑い報告総数 89

注 :複数回接種を受けた同一人物の場合、発生日前の一番近い接種目をとつた。

また、複数回接種を受けた人で、発生日の一番近い日を特定できない人(発生日が不明の場合、

発生日の日が書いていない場合、発生日が複数回ある場合)は除外した。

資料 :厚生労働省厚生科学審議会予防接種疇ワクチン分科会嘉1反応検討部会配布資料

第 4回 (2013年 10月 28日 )～第 36回 (2018年 7月 23日 )
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3. 症例

「重篤例」として報告された症例のうち、記載症状

数が最多の症例について、サーバリックス、ガーダシ

ル各々 1例ずつを以下に記す。

症例 1.11歳女子、 2013年8月5日サーバリック

ス接種。基礎疾患「なし」。症状名＝ワクチン接種後

症候群（失神、血管迷走神経反射、知覚障害、関節

炎、全身性疼痛、発熱、睡眠障害、頭痛、めまい、吐気、

音過敏、羞明、多汗症、しびれ、不随意運動、月経異

常、起立性調節障害、痙攣発作、末梢性ニューロパチー、

錯覚、関節炎、疼痛、発熱、頭痛、浮動性めまい、悪

心、聴覚過敏、羞明、多汗症、感覚鈍麻、ジスキネジア、

月経障害、起立不耐性）。接種との因果関係（報告医

評価）＝関連あり。転帰内容＝未回復。

症例2. 14歳女子、 2013年9月25日ガーダシル接

種。基礎疾患＝喘息。症状名＝麻痺、片頭痛、複合性

局所疼痛症候群、過換気、胃炎、上腹部痛、起立不耐性、

不安障害、ストレス、腹性片頭痛、体位性めまい。接

種との因果関係（報告医評価）＝関連あり。転帰内容

＝未回復。

4. クチン接種とその後の症状との因果関係に関す

る報告医の判断（表3)

前記のように、ワクチン接種とその後の症状との因

果関係（以下「因果関係」）に関しては、医療機関か

らの報告用紙には「関連あり」「関連なし」「評価不能」

「記載なし」を選択肢とする因果関係の判定結果が記

されているが、製造販売業者からの報告にはそうした

記載がされていない。そこで、医療機関からの因果関

係の報告数を HPVワクチン「勧奨中止前」の2.5ヶ

月 (2013年4月1日-6月14日）と「勧奨中止以後」

の4年8ヶ月余 (2013年6月15日から 2018年2月

24日迄）の期間に区分して示したのが表3である。）

「勧奨中止前」では、報告医が接種との間に「関連

あり」としたのは49人（医師により報告された症例

合計116人中42.2%)、「関連なし」は 1人（同0.9%)、「評

価不能」は58人（同50.0%)、（該当欄に）「記載なし」

は8人（同 6.9%)であった。「勧奨中止以後」では、「関

連あり」は42人（報告症例合計73人中 57.5%)、「関

連なし」は 1人（同 1.4%)、「評価不能」は25人（同

34.3%)、「記載なし」は5人（同6.9%)であった。

以上の数値をまとめると、報告医の「因果関係判

定」は、「勧奨中止以後」には「評価不能」の割合が

減少し、「関連あり」の割合が増加したと言える。 2

標本比率の差の検定結果では、何れも有意な差が見ら

れた。すなわち、「勧奨中止前」と「勧奨中止以後」

の2時期で比較すると、「関連あり」は49/116(42.2%) 

から 42/73(57.5%)に増加し、有意差が見られた (p

=;, 0.0405)。また「評価不能」は58/116(50.0%)から

25/73 (34.3%)に減少し、これも有意差が見られた (p

=;, 0.0336)。

表3 HPVワクチンの接種と、その後の症状との因果闘係を、報告医はどのように報告しているか

—「予防接種副反応疑い報告制度」による輯告医の「接種との因果麗係」報告状況

接種時期別(2013年4月---6月14日、同年6月15日~18年2月24日）に見た症状との因果闘係報告状況

接種時期 勧奨中止前の2.5ヶ月 13年4月マ頃14日 勧奨中止以後 13年6月15日~1a年2月24日
・・・--・-・-・・・--響.....●●●ー―---・・・・・

重篤 非重篤 合計 割合（％） 重篤 非重篤 合計 割合（％）

闘運あり 25 24. 49 42.2 18. 24 42 57.5 

闘運なし

゜
1 1 0.9 0 1 1 1.4 

評価不能 18 40 邸 50.0 7 18. 25 34.3 

記載なし 4 4 8 6.9 5 o. 5 6.9 

合計 47 69 116 100.0 30. 43 73 100.0 

資料：厚生科学審議会（予防捜種・ワクチン分科会副反応検討部会、第 1回=2013年5月16日～

第36回=2018年7月23日）資料
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考察

1.HPVワ クチン接種勧奨中止措置が取られた経

過・理由について

HPVワ クチンは、2013年 4月 から、「定期接種」 (接

種費用は公費負担)化され、10歳代の少女を対象に全

国各地で接種された。しかし、接種後急性反応として

失神 し転倒する少女や、一定時間の経過後運動障害や

記憶障害等の精神・神経症状を起す事例
3,0が
相次ぎ、

同年 3月 に結成された被害者の会の記者会見等の世論

喚起もあって、厚生労働省はそうした事態への対処に

追られた。

2013年 6月 14日 に厚生労働省において開催された

「第 2回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副

反応検討部会」の議事録
9に よれば、CRPS(複合性

局所疼痛症候群)事例をどうみるか (「慢性疼痛症例

については的確に情報が伝えられる段階に今ない」な

どの発言あり)等 についての議論の後、「このまま接

種を継続するか、それとも積極的勧奨を一時差し控え

て、その間、情報を整備するか」について賛否を採決し、

2対 3で後者とすることを決定し、同日直ちにその通

知が厚生労働省より全国に発出された。

2。 「勧奨中止措置」と定期接種の中止について

前記の如くとられた「勧奨中止措置」について、厚

生労働省は下記のように説明している
1)。

「積極的な接種勧奨」とは、市町村が対象者やその

保護者に対して、広報紙や、ポスター、インターネッ

トなどを利用して、接種を受けるよう勧奨することに

加え、標準的な接種期間の前に、接種を促すハガキ等

を各家庭に送ることや、さまざまな媒体を通じて積極

的に接種を呼びかけるなどの取 り組みを指しています。

子宮頸がん予防ワクチンの場合、政令で定める標準的

接種年齢 (中 1相当)を迎える前に個別に通知するこ

とが一般的です。今回の「積極的な接種勧奨の差し控

え」は、このような積極的な接種勧奨を取 り止めるこ

とですが、子宮頸がん予防ワクチンが定期接種の対象

であることは変わりません。このため、接種を希望す

る方は定期接種として接種を受けることが可能です。」

上記のように、2013年 6月 15日 以降も、HPVワ

クチンの接種を希望する者は公費負担がある定期接種

として接種を受けることが可能との説明がされた。ま

た、仮に定期接種が中止された場合であつても、任意

接種 として、3回の合計でおおよそ 4～ 5万円台の自

己負担で接種できる
°。つまり、厚生労働省は副反応

報告が少なからずあることに鑑みて「積極的な接種勧
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奨の差し控え」という姿勢を示したのであり、この措

置によつて国民から公費負担による接種の機会を奪っ

たわけではない。

3。 「勧奨中止措置」により副反応被害は防止でき

たか ?

前記の 2013年 6月 14日 に取られた「勧奨中止措置」

は、「接種部位以外の体の広い範囲で持続する疼痛 (筆

者ら註 :「複合性局所疼痛症候群」 =CRPS)の副反応

症例等について十分に情報提供できない状況にある」

(厚生労働省)と いうのが「理由」で、2018年 11月 2

日現在、継続されている。

この措置は前記のように、公費補助による接種を「全

面的に中止」するのではなく、「差し控え」をする措

置であつたが、我々は、今回、その措置から後の「副

反応疑い」報告を調べた結果、厚生労働省の症例報告

では、2018年 7月 23日 までの報告 (「副反応疑い症例」

の接種の最終日は 2018年 2月 24日 )で「重篤」46例、

「非重篤」43例、合計 89例の接種後副反応疑い症例報

告がされている (表 2)こ とが判明した。

すなわち、「勧奨中止」以降 4年 8ヶ 月余の間に、「勧

奨中止」前と比較すれば、報告総数は減少 したもの

の、合計 89例の「副反応疑い症例」が報告されていた。

そして、これらの 89症例のうち、医師が接種 との因

果関係を判断した 73例については、42例 (約 57、 5%)

について、報告をした医師たちはワクチン接種と「因

果関係あり」と判断して報告していた (表 3)のである。

4。 「ガーダシル」。「サーバリックス」の安全性に

ついての懸念

重篤な副反応の未然防止・早期発見のためには、前

臨床ないし臨床試験でそのリスク (シ グナル)を解明

し、適切な対処をすることが最善であるが、それらが

出来なかつた場合、市販後監視システムによつて、早

期の発見・指摘により適切な対処をすることが肝要で

ある。

現在のところ、日本で定期接種に用いられるワクチ

ンは、ガーダシルとサーバリックスである。その承認・

販売開始は、米国において、ガーダシルが 2006年 6月 、

サーバリックスが 2009年 10月 であり、日本において

はサーバリックスが 2009年 12月 、ガーダシルが 2011

年 8月 である。

HPVヮ クチンの重篤なリスクは、2006年 6月 に

米国で「迅速承認」された後直ちに NVIC(National

Vaccine hformation Center、 民間のワクチン情報セ

ンター)に よリシグナルのが出され、そのシグナル

-85-



社会医学研究。第 36巻 1号.Bulletin of SOCid Medicine,Vol.36(1)2019

は日本で承認 される 2009年 12月 れに NVICD、 」W

(Judicid Watch,法 律家の団体)9)に より繰 り返し出

されていた
10)。

また、日本での承認後の「勧奨中止」(2013年 6月 )

の 1年半前にはカナダの研究者 Lucia TomttenOViCら

により重篤な副作用リスクを指摘した総説論文
lDが
出

されていたことが判明している。更に、米国 VAERS

DATA(Vaccine Adverse Event Reporting System

の頭文字を取つて命名されたワクチン接種後の有害事

象収集 0報告システムで収集されたデータのこと。医

療従事者のみならず、一般国民でも報告が可能であ

る。)を 用いれば 1の、2013年 3月 までには、米国で

Convulsion(痙 攣)229例、MemOry impttrment(記

憶障害)23例の有害事象報告がされていることが日本

の地からもPCで検索可能であったことが半J明 してい

る
8i13)。

このような安全性についての警鐘がなされている薬

剤を用いて、定期接種で多数の人に接種することは被

害拡大を予防するという観点から極めて問題があると

指摘しえよう
1°
。

5。 ワクチン接種とその後の症状との因果関係に関

する報告医の判断

予防接種法第 12条は、「 (定期の予防接種等を受け

たことによるものと疑われる症状の報告)」 として、「病

院若しくは診療所の開設者又は医師は、定期の予防接

種等を受けた者が、当該定期の予防接種等を受けたこ

とによるものと疑われる症状として厚生労働省令で定

めるものを呈していることを知つたときは、その旨を

厚生労働省令で定めるところにより厚生労働大臣に報

告しなければならない。」として、予防接種の担当医

に対し、副反応が疑われる症状を呈した症例について

は国への報告義務を課している。この制度を厚生労

働省は「予防接種後副反応疑い報告制度」と命名し

ており、その報告に用いる「予防接種副反応疑い報告

書」
19(厚生労働省のHPか らダウンロード出来る)

の「症状の概要」欄には、「本剤との因果関係」として、

1.関連あり 2.関連なし 3.評価不能 の3つの選
択肢が用意されており、医師はこの用紙に記入のうえ、

FAXで PMDAに送付することが義務付けられている。

表 3は この記入をもとにして作成された症例報告に

よって作成したものであり、個別症例の症状と接種さ

れたワクチンとの個別因果関係の報告医の判断を示し

たものと言える。前記のように、集計・検定の結果は、

「勧奨中止前」と「勧奨中止以後」の時期を比較すると、

「勧奨中止以後」において「評価不能」が有意に減少

し、「関連あり」の方が有意に増加していた。「関連あ

り」の判断が、有意に増加していた理由としては、(1)

厚生労働省がそのHP「子宮頸がん予防ワクチンQ&
A」 (2013年 6月 改訂版)1° にて、同ワクチン接種後

の主な副反応について記載したこと、(2)そ うしたこ

とをマスコミや種々の医学関連雑誌等が取り上げて記

載・報道したことが影響したことが考えられるが、こ

の点の詳細は今後報告医を対象にした調査が必要であ

る。なお、副反応疑い報告書の調査票に、「関連は否

定できない」という選択肢を設定すれば、「『関連あり』

と断定的には言えない」と考えた医師の中で、この選

択肢を選定する可能性があると筆者らは考えている。

6.「HPVワ クチン接種の積極推奨」は再開すべき

か ?

前記のように、我が国で HPVワ クチンの「積極勧

奨」を開始したのは2013年 4月 、その措置を中止し

接種を「差し控え」たのは2013年 6月 14日 であるか

ら、2018年 6月 14日 で「 5周年」を経過した。この間、

日本産科婦人科学会、予防接種推進協議会等の団体は、

HPVワ クチンの接種を控えれば、その結果として子

宮頸がんが増加するとして「接種の勧奨中止」に反対

し続けており、勧奨再開を求める声明を繰り返し出し

ている。
172)。
然しながら、そのような政策を取れば、

再びHPVワ クチンの副反応被害者を多数出す恐れが

あることは、本論文の前述の数字からも否定できない

と考えられる
2)。

日本産科婦人科学会の 2017年 12月 19日 付け声

明に対しては、HPVワ クチン薬害訴訟全国原告団と

HPVワ クチン薬害訴訟全国弁護団が同年 12月 22日

付けで「この声明を撤回し、ウェブサイトからの削除

を求めること、及び同学会が HPVワ クチン副反応被

害者のヒアリングを行なうこと」を求める「要望書」

を提出しており、その中で「積極的勧奨再開による被

害再発の危険性」を指摘している
お)。 なお、これに関

連して、同弁護団は、同年 12月 21日付けで、「『HPV

ワクチン接種後に生じた症状に関する新たなエビデン

スの有無についての検討」の見直しを求める意見書」

を厚生労働大臣等に対し提出している
20。

2018年 6月 14日 に「勧奨差し控え5周年」を迎え

るにあたつて、新聞社等マスコミ各社は、「子宮頸が

ん 接種めぐる議論なお」(朝 日新聞デジタル、2月
15日 )、「子宮頸がんワクチン 勧奨中止 5年 接種低
迷」(読売新聞、6月 7日朝刊)、「子宮頸がんワクチン
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の是非」(識者 3氏の意見紹介、東京新聞6月 2日朝刊)、

などの見出しで特集記事を出している。

こうした動きは今後も続くと見られ、その中で国の

ワクチン行政を司る厚生労働省の判断が注目されるが、

上記記事の中には「厚労省は今のところ、・・・近い

時期の勧奨再開には慎重」 (読売新聞)と の記載も見

られた。

結論

我が国においては、HPVワ クチンを2013年 4月

に定期接種の中に組み入れて「接種の積極的な勧奨」

をしたが、接種者の中に副反応様症状が多発し、同

年 6月 14日 、厚生労働省は接種の積極的勧奨を中止

し、ワクチンの副反応への注意を喚起した。本調査で

は、その前後において厚生労働省に報告され、公表さ

れている「副反応疑い報告」を集計し比較した結果、「勧

奨中止前の 2カ 月半」(137例)と比較すれば、「勧奨

中止以後の 2カ 月半」(43例 )は、接種者数の激減に

伴い全体としては3分の1に減少していた。

しかしながら、今回の調査では、そうしたデータに

加え、その後 4年 8ヶ 月余経過した2018年 2月 に至

るも、依然として少女たちが副反応様症状を起したと

する症例報告が続いており、その中には極めて重篤な

症状を示している少女もいることが判明した。

今後のHPVワ クチンの接種継続の是非を考える場
合、「勧奨中止」をしても、今回示したように、実数

は減ったものの、なおも重篤例を含む副反応疑い症例

が続発しているという事実をも考慮に入れて検討する

必要があろう。

COI(利 益相反)について :本研究において開示
すべきCOIは ない。
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